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産業別価格の趨勢にふミける需要要因と費用要因

小林好宏
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本稿は，わが国製造業の卸売価格の趨勢において，需要要因と費用要因が

どのように作用しているか，その中で，集中度の高低とL、う市場構造上の要

因が，需要要因と費用要因の影響の仕方に相違をもたらしているかを明らか

にしようとするものである。

1. 2つの要因と市場構造の関係

価格の決定の仕方は，基本的には市場決定的 marketdeterminedな場合

と，費用決定的 costdeterminedな場合とに分けることができる。市場決定

的な場合というのは価格が需給関係に支配されて決まることを意味してお

り，したがってインフレーションとの関連でいえば，物価騰貴は主として需

要超過傾向によってもたらされるとみることである。市場決定的であるとい

うことを市場構造との関連でいえ'v'I， 競争的な価格決定であることを意味す

る。これを最も単純化して表現すると次のように示される。

(1) D = DCP) 需要関数

(2) S = S CP) 供給関数

(3) D = S 均衡条件式

D=需要， s供給， P 価格
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これは，他の条件は不変で需要以供給は髄格のみの欝数であるとした場合

の，需給均衡による錆絡の決定関係を玉沢すことにもなる。

より一般的には需要，供給は所得その地の要閣にも依存する。それらの変

数をそれぞれd，Sであらわすと次のようになる。

(4) D = D (p， d) 

(5) S泊 S(p，S) 

(6) D = S 

供給方程式

市場均衡式

dは需要変数 SIま供給変数で， dの内容としては，爵民所得とか，当該産

業の成長の趨勢といづたものが考えられ，また$の内務としては，幸子種のコ

スト，生産性等が考えられる。現実に価格の決定勝係を~IJ窓する場合には，

d， Sになになあてはめるかが鴎懇となる。紛， (5)を紛に代入すると，

(7) P = f( d， S) 

となる。

ところで，今一産業の需要と制格を認題にしている場合，当該産業の製品に

対する需要Dと(7)式の需主要波数dとは異なることはいうまでもなし、。 Dは価

格に影響怠れて決まるところの当該畿品への需裂であるが， dは，製品髄絡

に影響を与える需要要因一一説明夜数一ーである。そのようなものとして

は，醤民所得のようなマク制的な購買力の大きさとか，さ当該製品に対する社

会的な必要性から裁定される需裂を考えるのが自然、である。もしさき該製品へ

の需要D安，開時に欝要変数 d~こ用いるとすれば，そこにはタイムラグをお

かねばならなし、すなわちd口 Dぺ (D-lは1期前の穣要〉のように扱う必要

がある。ー建築の鍾格を問題にする場合には，欝民所得より直接的な変数を

dとして選ぶのが妥当でトある。市場の規模は，たとえばその産業の出荷額で

あらわすことができる。しかしその出獄額自称は，その製品競格の欝きに

よって影響される。製品価格が上昇しているときには出荷額もまた増大する

だろう。価格決定式にお汁る説拐変数としての指標を問題にする以上， 1商格

に影響される変数は適当ではなし、。しかしおそらく実費出荷額などをとった

場合には，いちおうその室長畿の規模をあらわすことがでむきると考えられる。
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他方，供給変数sとしては，製品単位さきり労働綾子喜，製品単位当り原新費

痕，単位当り浮1]1見当該産業の生産性などが挙汗られる。ところでー価格を

構成する稜思議問を分けると，単位さおり労働費用，単位当り露料費用き単位

当り組制潤に分けることができる。生態性の変化は単位当り費用の変化に吸

れるから明示的に示さず，単純化して 3つの要因だけに分けることもで

きる。さてそうした場合， (7)式を具体化して表現すると次のようになるだろ

う。

(8) p =ao十al(ULC) +a2 (UMC)+a3 d +a4π 

ULC:単位当り労働襲用

UMC:挙能当り原料費用

d :実費出荷額

π:単位当り利潤

これを夜化率で示すと，

{き，) p =註e小ajCULC)十a2CUMC)+註3d +設委π

のようになる。

右辺の各変数がプラスならばもちろんP>Oである。しかし，ここで、注意

しなければならないことは，純粋Aに競争的な市場を懇定すると，利潤はコス

ト襲因ではなく，残余であるということである。したがって産業の錨格はコ

ストに応じて比例的に決まるわけではない。慨格の動きとコストの動きに背

離があれば，そのLわょせは残余である利潤に行く。紛式の右還は， dを総

けば舗格の構成要素を示しただけであって恒等式になる。したがって右辺

が決支って左辺が決まるということを必ずしも窓、味しない。髄格が市場決認

的であるということ誌， {活格が需給関係で決変り，刑務は残余であるという

ことである。したがって競争的な繍格決定において，もし労鶴市場や原料市

場にのみ不完全性がって要素価格の上昇があり，その結果，生産コストが上

昇すればき場合によっては科溝率狩が下がるかもしれないのである。

このようにみてくると，市場決定的な場合の価格決定式は，費用嬰患の影

響は価絡にはあらわれず残余としての利潤率に吸収されるということにな
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る。いいかえればSの内容としては， ULCやむMC，ズなどではなく，到な

変数，たとえば供給能力のような変数がふさわしいといえる。このように考

えると，結晶，競争的価格決定においては，価格の変化は単純に藷過需擦あ

るいは，その代理変数の関数であると表現できる。

帥 Pおお乱。十品l(d-s) Cd-s法需給ギャッヅである。〕

他方， f巡格がコスト決定的な場合は，企業があるていどコストに感じて舘

格を設定できるということであり，それは，いし、かえれば参考給{面格が実現さ

れるということである。そのように供給掴格が実現されるためには，企業の

価格支記カを背景にもっていなければならなし、そのような綴格設定方式と

しては，関標額格競走方式 tecrg号treturn pricingその他のマークア γブ・

プライシγグが鍔にあげられる。

コストディターミンずであるということはコスト嬰因から決まる供給鑓格

〈念業が望ましいと考える楠格〉と，漉実の価格とにあi'りずれがないという

ことである。供給舗格を九とすると，マークアップ・プライシγグは次のよ

うに示される。

p隆三ヱ(ULC+UMC) (1 + A) 

Aはマ…グアップ・レ{トである。おそらくこのマークアップ・レ…トは

あるでいど安定的な程をもつであろう。しかし，現実の橋格と供給繕絡とに

はずれがある。このずれがあ変りに大きければ鏑格は，コスト とほとん

ど無関係であるといえる。コストディターミンドであるということは，それ

だけ供給能格の爽現力があるということであり，それは強い市場支霊力を背

して可能である。

ましい髄格と現実の価格とのずれ宅どあるていど含みうるような鍾格決定

として，需給欝係華客闘を含まぜる方式が考えられる。

p=何十a1ULC+azUMC-トa'3d 

需給関係要罰はdにN.映される。これは結局市場決定援モデルとコスト決

定型そデル右折吏したものである。これに対して，完全に費用決定的で，

設しい鯛格九と現実のpとをほ髭Lたpの決定式もある。たとえば新飯田宏
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氏らによる価格決定モデルがそれで、あって，それは次のように示される。

P =P-l + ，l (PS-P-l) 

P-lは1期前の現実の価格でAは調整係数である。

Ps =日(DLC)+ s (DMC) + r 

rはパラメーターである。供給価格Psの決定式は後の式であって，最初の

式は，現実の価格が望ましい価格とのずれを調整するように決められること

を示している。しかし，ここでいう pの決定L 市場決定的なのではなく，

寡占的な企業が価格を望ましい水準に決めようとする行動を示しているので

あり，その望ましい価格というのは，費用を基準にして決められるものであ

る。この 2つの式を結合すると次のようになる。

p=，lα(DLC) + ，l s(DMC) + ( 1 -，l) P -1 + ，l r 

この式はコスト要因に 1期前の価格が加わっているだけである。ここでは

，l = 1の場合，現実の価格は望ましい価格と一致し，価格はコスト決定的に

なるし O<，l<lなら現実の価格がコスト以外に一部は前期の価格に依存
することを意味する。

コスト要因と需要要因がどのように影響し合っているかを知るためには，

やはり (8)式のように単純な結合式で実際に測定してみるのが妥当であろう。

1) 財の種類をL 2， 3，・H ・H ・.....nであらわした場合，一般的均衡論的にいえば，

D1=Dl(pぃ P2，...・H ・..…pn;y) 

SI=SI (Pl' P2，・…...・H ・.pn;Y) 

であり，需要方程式，供給方程式がそれぞれn個あり， Dl=SI' D2=S2'… 

・・・の均衡が成り立つ。ただしYはこの場合所得である。部分均衡論的には， Pl 

の決定に関しては， P2・・ H ・H ・-…pnを不変として，

Dl=Dl(Pl ; Y) 

SI =SI (Pl ; y) 

のように表現する。

2) 競争市場では，価格の決定関係はコストとは無関係で、あり，コストが所与の場合，

結局，価格は参入を通じて費用+正常利潤に一致するのである。

一般的には，

P=P(D， S) 
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で表現しうるが，参入はSの中に含めて考えることができる。 o-s>oなら，
p>oであるがその場合参入が生じてp<oとなる。そのことはSが増大するこ
とであると理解できる。

2. アメリカにおける実証例

価格決定式がどんなかたちで、あるかが問題になるのは，特に寡占企業のプ

ライシングについてであり，それは多かれ少なかれ， コストディターミンド

であるといってよし、。寡占企業のプライシングについて体系的にまとめたも

のとしては，カプラン，ダーラム，ランチロッティらの研究が古くから知ら

れているが，それは，大企業の価格設定方式を5つのタイプに分け，それぞ

れの型に属する代表的な企業についてのケーススタディを行なったものであ

る。この中で特に寡占的大企業の価格政策として一般性のあるのは，目標収

益達成のための価格政策 targetreturn pricingであるといえる。

エグスタインとフロムは，この目標収益達成のためのプライシングが妥当

するかどうかをアメリカに関して計量的方法で実証した。この価格決定式は

次のように示される。

p=芋+ULCN+UMCN
pは価格 kは資本ストック，nv土目標資本収益率で， XNは標準産出量で
ある。したがって右辺第 1項は，標準産出量単位当り利潤を意味している。

ULCNは標準単位当り労働費用， UMCNは標準単位当り原料費用である。こ

ここで標準というのは，標準操業度のもとでの状態を意味している。操業度

がかわれば単位当り労働費用も単位当り原料費用もいずれも変イじする。した

がって厳密にいうと，標準操業度をとってそのもとでの費用を基礎に価格形

成が行なわれるということになる。

この目標収益達成のためのプライシングは，容易にブノレコストプライシン

グに変形される。

p = (1 + A ) (ULCN十UMCN)

』はマークアップ・レートであり，
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である。品グスタインとブ口ムの研究では，アメリカに関しては参
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のプライシングについて多かれ少なかれフルコストプライシングの系統に属

るものが妥当しているといえるようである。

需喪要望ヨ，襲用華客菌に対する棚格のa応については， W.J.ョ…ドンの研
究がある。ヨードソは14の霊長業を対象に欝粟とコストへの鑑格の反f.容につい

て測定したが，その結果，稲格の需要喪因への反応はきわめて乏しいもので

あった。ヨードγは霊長業を謬占的践業と競争的産業に分vt，それぞれにおけ

る{鵠格の反応を測定したが，集中北された議室業グル…プでは需華客への続格の

反F志はほとんどみられず，非集中的産業では鑑格変fむのうちの 2%の

要変化への反応で、説明されるだけで，いずれにしても需饗への皮Jie;はぎわめ

て限られたものであった。これに対していずれの産業グノレ…プでも価格はコ

ストにきわめて感志的で、あった。かくてヨ…ドンは，需要への反感性の欠恕

は，多くの議議に共通することで寡占農業に閥有のことではなし、こと，イン

ブレ圧力は 2つの寵業グノレ{プで整はなく，題格は需芸きの変fじに非感町、前で

あるが，コスト変化に立盤、速かつ完全に反応する，と結論した。

この議論の解釈はいろいろ興味深い問題合含む。一般的にいえば競争的産

業では橿格はより多〈需給関係に反f.ちし，寡長会号産識ではロストによって決

れるっその意味で、ヨーンドの結論は，アメリカのほとんど多くの童

において寡おの影響があらわれていることを檎示ずるようにもとれる。しか

し，にもかかわらず，集中震の高低で分類した2つの賎業グループにおいて

は，あまり差はみられなし、。これは築占の影響を否定する結論ともいえる。

このことは集中震の高低が謀占的パフォ…マンスとただちにつながるかどう

かという問題を含んでいる。

セノレダγとデポドウィンは，集中度の高低が髄格の鰭勢的上昇傾向に影響

をふえるかどうかを回帰分新によって検討した。悶帰式はきわめて単純で、次

の揺くである。

Pt+Q/pt=ao小bC
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Cは集中度である。この式の推定の結果は，集中度の高低と価格の変化率の

因果的関連について，否定的であった。

ワイスは異時点聞の価格の比較をもって価格の趨勢的変化を示し，それを

需要要因，費用要因，集中度の 3者によって説明しようとしえ彼は四53年と

1959年の卸売価格の比率，および1953年と1961年の卸売価格の比率をとり，

それぞれを実質産出高，単位当り労勤費用，単位当り原料費用の同じ期聞の

変化率で説明した。彼の測定した回帰式は次のとおりである。

Q19開 (S-VA)1959;QI959. • W1959 /Q1959 
P1953=a +bEL;i+C(S-VA〉 I附/奇平3+d 育~;:;/否平s+e C 

おなじく分子の1959年を1961年におきかえたものを同様に測定した。 Pは価

格， Qは実質出荷額 Sは販売額， VAは付加価値額で，したがって S-VA

は原料費にあたる。 Wは賃金支払額，Cは集中度である。かくて，右辺第l

項は実質出荷額の変位率，第2項は単位当り原料費用の変化率，第3項は単

位当り労働費用の変イじ率である。単位当り労働費用の変位率は，貨幣賃金率

の変化率と生産性の変イじ率の差で表現できる。

W1959 /Q1959 W1959 /MHI9回 Q1959 /MH1959 
W 19531 Q 1953 ~"\九119531 MH1953 -Q 19531 MH1953 
MHはManHourの略で，労働時聞をもってあらわした労働量，したがって

これは，貨幣賃金の変也率から生産性の変化率を差引し、たものである。

ワイスはこれらの変数をいろいろに組み合わせて計測した結果， QI959/ 

Q1953およびQ附 /Q1953の係数の符号は負で，しかも有意性が乏しく，価格上

( S -VA) 1959 ;Q 1959" ，.. ~"，( S -V A)1961 /Q 1961 中

弁に影響しているのは /一一一および /一一 あ
(S -V A)I9531 Q19534u  d-. V'  (S -V A)19531 Q 1953 '-CY..J っ

た。集中度の影響はいちおうみられるが，あまり大きな影響をもっていると

はいえない。

1) Kaplan. A， D. N.， J. B. Dirlam and R. F. Lanzilotti. Pricing in Big Business-A 

Case Approach. 1958.武山泰雄訳『ビッグビジネスの価格政策』東洋経済

2) Eckstein. O. and G. Fromm， "The Price Equation" The American Economic 

R巴view，Dec. 1968. 

3) Yordon， W. J.， "Industrial Concentration and Price Elexibility in Tnflation : 

Price Responc巴Ratesin Fourteen Industries， 1947-1958，" Review of E氾onomics
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and Statistics， Aug.， 1961. 

4) Depodwin， H. J. and R. T. Selden， "Business Pricing Policies and Inflation，" 

Journal of Political Economy， April.， 1963. 

5) Wei田， L.W.，仰BU5inessPricing Po¥icies and Inflation Re-considered，" Journal 

。fPoitical Economy， April.， 1966. 

3. わが国の卸売価格の動き

第1表は，製造工業製品卸売価格指数の対前年増加率を示している，昭和

第1表製造工業製品卸売価格指数の対前年増加率

創刊ペペペイ 371犯 139 40 41ド43ト

30年代以来，今日までの卸売価格の趨勢についてみると，製造工業製品卸売

価格は33年の不況に6.6%，37年に1.7%下落しているが， 39年から40年の不

況期には下落せず，却って上昇している。したがって製造業卸売価格は， 30 

年代までは景気循環に応じて弾力的に動いていたが， 37年を底として，それ

以後趨勢的に上昇している。

わが国の物価問題においては，これまで主として消費者物価の上昇が注目

され，卸売物価はむしろ安定していたため，両者の希離がしばしば問題にさ

れてきた。しかし昭和37年以後，卸売物価は持続的に上昇をはじめている。

しかもその上昇率は無視しえなし、。このことから，昭和30年代の終りを境に

して卸売物価の決定関係になんらかの変化が生じたかどうかが問題になる。

このことを先に述べた価格決定の 2つのタイプ一一市場決定型とコスト決

定型ーーに関連させていうならば， 30年代は景気循環に対応していたから市

場決定型で， 40年代はコスト決定型になっている，といえるかどうか。もし

そうなら，そのことは集中度の要因とどのように関連しているか，というこ

とが問題になる。そこで以下，アメリカにおいてヨードンやワイスが行なっ
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たやり方で，わが国について実証を行なう。問題は次のとおりである。

第1，昭和30年代， 40年代それぞれについて，価格の趨勢に影響を与えて

いる要因は何か。

第2，30年代から40年代になって，価格が市場決定型から費用決定型に移

行しているといえるか。

第3，短期的な価格の変動についてみたならば，需要要因，費用要因の反

応はどうであるか。

第4，以上を通じて，各産業の集中度の高低はどのように関連しているか。

これらの問題について，順次検討をすすめてみる。

まず最初に昭和40年代に入ってからの卸売価格の趨勢的上昇に影響する要

因を検討してみる。物価上昇に影響する要因として，需要要因，費用要因，市

場構造要因をここではとりあげるが，需要要因としては実質出荷額の増加率

をもって市場の成長をあらわし，それを説明変数とする。コスト要因として

は，単位当り労働費用，単位当り原料費用をとりあげる。そして市場構造要

因としては集中度をとった。費用要因のデータは年次別にしかえられないの

で，すべて年次別で統ーした。したがって，説明変数と被説明変数の聞にタ

イムラグはおかないこととした。

ところで，分析の方法としては各産業についてのクロスセクション分析で

あるが，産業分類としては，公正取引委員会の集中度のデータと合わせるた

めに，小分類をとった。データの出所は，物価指数は日銀の卸売価格指数，

実質出荷額は工業統計表産業編から出荷額をとり，物価指数でデフレートし

た。単位当り労働費用，単位当り原料費用は，おなじく工業統計表産業編に

よっている。記号を次のように定める。

p :卸売価格指数

p色川十θ=Pt十O/Ptx 100 

Q:実質出荷額

W:貨幣賃金支払額

N:雇用量
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第2表回線分析のための議磯データ 1965-69 

2 5 6 7 

1.615 1.446 88.3 

1.493 1.325 96.0 

3.綿・スブ織物業 1.716 1.535 8.8 

4. 93 糸 102.41 0.991 0.99 0.99 1.71 1.729 14.8 

5.写真感光材料 106.91 1.723 !β1 1.05 1盗721 1.701 100.0 

5‘主主治精製業 94.9i 1.854 0.861 0.965 1.498 1.739 36.0 

7.綴 ま議 機 械 109.31 1.678 1.040 1.120 1.743 1.676 53.1 

8.ブエ開ア口イ 106.41 2.153 0.793 1.094 1.646 2.076 31.8 

9.ア Jvミニウム 108.11 1.888 1.167 1.037 1.479 1.267 84.5 

10.医 薬 政 93.31 2.184 0.852 0.808 1.656 1.945 23.6 

11。パ ノレ フ 105.6 1.622 0.928 0.998 1.571 1.693 32.9 

12.自動車製造 93.4 2.39 0.878 0.893 1.533 1.745 79.2 

13. eI致ニ輪車彰 96.7 1.717 0.840 1.049 1.576 1.87 92降3

14. ト ブ クター 99.5 3.311 0.715 1.012 1.520 2.127 73.2 

15.荷 役 遼 機 104.ヰ 2.869 仏946 1.071 1.750 1.850 52.4 

16.写 主要 機 85.9 1.847 0.872 0.833 1.678 1.924 45.5 

17.待 計 105.5 1.736 1.016 1.021 1.531 1.507 94.ヰ

18.テレビ受償機 95.3 3.363 0.795 0.989 1.597 2.009 49.4 

19.蓄 官窓 池 75.4 2.237 0.887 0.739 1.827 2.060 77.3 

20.絞 カ事 ブ ス 93.3 1.388 0;753 0.656 1.318 1.750 100.0 

21.セ メ ジ ト 106.4 1.482 0.933 。‘928 1.502 1.609 43.6 

22. ミ シ 〉ノ 101.7 1.301 1.173 1.085 1.726 1.472 35.7 

23.製 鏑 業 120.0 1.773 1.144 1.037 1.730 1寮513 56.6 

24.綿 紡 緩 業 109.4 0.959 1.325 1.021 1.621 1.223 20盗4

p69j子部x100 
2. Q69jQ6' 実質出荷擦の矯加率

3. (WjQ)69j(WjQ)65 単位当ち労働費用の増加率

ヰ. CRjQ)6音JCRjQ)65 持主位当り主主料護費用の増加家

5. w69jw儲〈ただしW 日 WjN) 貨幣鍍金の上昇率

6. (QjN)69j(QjN)S' 生産径の上昇率

7. C 上位3社集中度〈昭和41年〉

出所 :日銀卸売価格指数

2-6 :工業統計表より計算
7 :公取デ…タ
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間 帰 式

/¥ 
p母5-6量諸説。十日1・Q.9jQ紛

p.5-69=t:rO +引くWjQ)69j(WjQ)出

字書5-69=t:rO+t:rl(RjQア吹RjQ)65 

全容ト帥Z 向付1・C

会6._66=官。や引(QjN)帥j(QjN)65

務3表計

al 日2

- 4.8477 
(3.1348) 

35.6679 

S2.2S53 7〉
(11.865 

l-09820|| (0.0713)1 

…22‘1494 I 
(6.9043)1 

会事山口句作I(W)町村〉師 1-2.12871 
〈ヰ.6482)1

1765一時=的十日!(Q)鈎j(Q)時十a2(WjQ)駒jCWjQ)併 1 0.84691 37.86271 
1 (3.5928)1く14.9138))

合的一番苦品約十位・lCQ)斡'j(Q)6号令在zCRjQ)的j(RjQ)65 4.04041 60.7218 
1 (2.0775)1 (11.2087) 

苦m
町s

ihMSz向付I(Q)69f(Q)部付2(WjQ)泌氏WjQ戸 1-2.66681 .9.57901 .6798 
+as(RjQ)喜多j(RjQ)砧 1 (2.8臼901(13.0069)1 (13.2403) 

主65.-69=ao十官](Q)削'jCQ戸+t:r2(WjQ)69j(WjQ)65I 1: 12591 37.45鈎 1-0.0481 
十t:rs・c I (3.6479)1く15.0751)1(0.0633) 

FS喜一ω出向十引くQ)帥j(Q)時十抗日(RjQ)69j(RjQ)65 1… 4.0737 1 61.0218 1 0.0053 
開トaa'C 1 (2.1502)1 (11.8105)1 (0.0487) 

やる-69=掛け古](Q)総j(Q)65十t:rZ(WjQ)69j(WjQ)65[-2.68371 . 9.5331 [ 55.7972 
時トa8 (RjQ)~9 j (RjQ)65 +府4・C 1 (2.9270)1 (13.4162)1 (14.0388) 

会65-69=ao十日lCQア吹Q)65+az(W)69jCW)鵠 1 1.3395! 2.82981-27.045) 
十日s(Qj子~)69j(QjN)師十町4 ・ c' I (12.5492)1 (13.7419)[(15.3238) 

?尚一時出向十日1(Q)69j(Q)6O十αぷW)69jCW)65 5.5353 1-6.3037 1-20.3687 
十aa(QjN)6i j( QjN)65十日4(RjQ)69j恨jQ)65I (9.3295)1 (10.3963)1 (11.4401) 
+日5・C

TiまT億， R2決定係数，
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総 来 1965-69 

Tz R2 R2 

0.0570 

0.3080 0.2766 

5.249 0.5560 0.5359 

0.0409 0.0027 

-3.2081 0.3187 0.2877 

1-0.4580 0.0094 0.0000 

0.3099 0.2441 

1 .9448; 5.41 0.6238 0.5880 

0.6337 0.5788 

一副
0.32931 0.2286 

…1. 89461 5.16671 o. 10851 0.62401 0.5676 

--'-0.91691 0.71061 3昏97451 0.03311 0.63381 0.5566 
(0.0496) 

『日.0976 0.10671 什州持1-1.76491…l'i4411 江2825
(0.0632) 

52.3078 -0.0293 o .59d-o.60631-1. 78051 4.09821-0.59001 0.69341 0.6082 

(12.7635)1 (0糊
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w=45;貨幣賃金率
q=会:労働生産性

c ;集中度

JZ:単位当り労働費用
き:単位当り原料費用

JEは，貨幣賃金率と生産性の比率的で表現することもで、きる。
基本的な回帰式は，ほほワイスにならって次の如くである。。tH. Wt+O /Wt Rt4リ九
p…=目。十日1寸十日2克二/可十日8応/ei:+a，c

単位当り労働費用の増加率については，賃金上昇率と生産性上昇率に分割し

なおすこともできる。

Wt+O/Qt+O/Wt/仏=守-T
これらを基本的な関係として，以下，回帰分析によって順次検討をすすめる。

第2表は tを1965年 t+θを1969年とした場合の回帰分析のための基本

データを示している。卸売価格指数と集中度のデータが対応するような小品

目分類の22業種を選び出し，参考に中分類の鉄鋼業と綿紡績業とを掲げてお

いた。計測の結果は第3表に示しである。

表の左端の欄は回帰式，lXl_4は係数で'C )内は標準誤差， Tl~T5 はそれぞ

れT値，Rは相関係数でR2は決定係数，R2は自由度調整済みの決定係数であ

る。まず需要要因との関係をみると，係数の符号は負であって決定係数は小

さく，少なくとも需要の増加率は価格の上昇に寄与していないことは明らか

である。

これに対して費用要因との関係をみると，単位当り労働費用と価格上昇率

の聞には正の相関関係がみられるが，もっともフィ γ トの良いのは単位当り

原料費用と卸売価格上昇率との関係である。

285-69=404755+622853(R/Q)69/〈R/Q〉65
C11.8657) 

R =0.7459 

R2 =0.5560 
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R2=0.5359 

他方，市場機議委悶としての集中震と卸売部絡の上昇率とは，全く無顎係

であった。また単位当り労働費用は紫金と生産性に分けることができるが，

生産性それぞれと錆兜価格上昇率の隠係~みると，震金上昇率と

髄格上昇率とは無関係であり，生産性上昇率と卸売館格上昇率とは負の相露

関係がみられる。

第3表の下段拭，これら各華客鴎をもって，卸売価絡上昇率と盟婦させたも

のである。これによって明らかなように，卸売額格上昇率と最も務関関係

がみられるのは，単生当り原料費であり，次いで、単位当り労諭筆者用である。

しかし単位当り労務費用食賛金とをた産性に分けると，賃金上昇率とは鴎係な

く，もっぱら生産性上弁率の影響が強くあらわれている。各事悶すべてを説

明変数として癌婦させると，次のようになる。
/¥ 

p 
(9.3295) (10.3963) (11.4401) 

や52.3078(RノQ)69j(RjQア喜一0.0293C
(12.7635 (0.0496) 

P2=0.6934 

Rnおお0.6082

このように，各嬰罰との爵係でみると，昭和40~44年の卸売鶴絡の上昇に

は，需製粟翠と市場構議要問は無関係であり， コスト諜思がきわめて関係が

深い。このことは， 40年代の卸売題務がコスト要閣に強く依存することを示

と盟、われるが，しかしコスト決定きちであるということは市場支詑力と

係をもっ替であるにもかかわらず，集中震と価格上昇率との関にはほとんど

有意な関係が見出せないのは何故か。これに臆しては次のことが考えられ

る。すなわち集中度の影響が綴格にあらわれるのは不況織における下方便薩

性としてであって，好誼期の価格上昇にははっきりとあらわれなし、。昭和40

~44年は全体として好況過程にあったから，集中療の高低は倒務上昇に特に

影響してはいない，ということである。

そこで、次に，顎和30年誌とくらべて40年代の卸売語格の上昇が， コスト
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因に強く依存するようになったといえるかどうか。需給関係要因は30年代に

おいてどのような影響をもっていたかを検討し，その中で市場構造要因が価

格に対してどのような関係をもっているかを検討しよう。

4. 昭和30年代の卸売価格の上昇

本節では昭和30年代について卸売価格上昇に与えた要因の影響を測定し，

40年代との違いを検討する。データの出所はこれまでと同様である。 40年代

については，不況の底である40年から44年までの卸売価格の変位率と他の変

数との関係をみた。 30年代についても同様の分析を行なうわけであるが，各

品目別卸売価格について接続指数がうまく得られなかったので， やむをえ

ず昭和田~32年と 37~38年の卸売価格の変化率について同様の分析を行なっ

た。データは18品目についてである。 31~32年のデータと計算結果は，それ

ぞれ第4表，第5表に示してある。

最初に実質出荷額の増加率，単位当り労働費用の増加率，単位当り原料費

用の増加率，生産性上昇率，賃金上昇率，集中度とそれぞれ単純相関を求め

たところ，需要増加率と生産性上昇率，賃金上昇率とはいちおう相関関係が

みられるが，他のコスト要因とは有意な関係は見出せない。

さらに興味深いことは，生産性上昇率と価格上昇率とには正の相関関係が

みられ，生産性上昇が価格をおし下げる方向に働くとし、う因果関係はみられ

ない。これは好景気のため，物価の上昇とともに生産性も上昇しているとい

うことであって，このことは価格が需要要因に影響されていることを暗示し

ている。それはまた単位当り労働費用と価格とが負の相関関係を示している

ことにもあらわれている。第4表の基本データからわかるように，好況期に

は生産性上昇率が賃金上昇率を上回るため CWjQ)'7jCWjQ)'6は 1以下で

あるケースが多し、。第5表の推定結果からわかるように， コスト要因は物価

上昇率と相関関係にあるとはいえなし、。

次に昭和37~38年について同様の分析を行なってみた。この分析の基本デ

ータは第6表，測定結果は第7表に示しである。これまでと同様，各要因と
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1. グルタミン酸ソーダ 100.00 1.345 0.812 0.808 1.008 1.242 91.9 

2. ピ 一 ノレ 99.88 1.343 0.958 1.066 1.007 1.052 100.0 

3.綿・スフ織物業 91.57 1.015 1.094 0.978 1.064 0.973 8.4 

4.毛 糸 86.00 1.086 1.112 0.973 1.043 0.938 10.8 

5.写真感光材料 93.14 0.888 1. 119 1.363 0.986 0.881 100.0 

6.石油精製業 100.59 1.413 0.830 0.994 1.049 1.264 51.7 

7.繊 維 機 械 112.10 1.028 0.983 0.956 1.118 1.136 51.0 

8.フェロアロイ 120.25 1.376 1.028 1.110 1.206 1. 174 41.2 
9.アノレミニウム 106.96 1.286 0.930 0.971 1.190 1.280 100.0 
10. ノ号 ノレ フ。 100.53 1.122 1.013 1. 112 1.031 1.017 32.5 

11.白 動 車 99.06 1.766 0.780 1.056 1.103 1.414 91. 0 

12.荷 役 運 搬 131.57 1.711 0.779 1.081 1.094 1.405 78.5 

13.写 真 機 96.34 1.359 0.938 0.985 1. 111 1.184 34.0 

14.時 計 100.00 1.315 0.972 1.035 1.031 1.061 100.0 
15.蓄 電 池 102.46 1.214 0.888 1.035 1.194 1.344 71.3 

16.板 ヵー フ ス 99.50 1.084 1.018 1.150 1.048 1.030 100.0 
17. セ メ ン ト 104.92 1.123 0.908 1.079 1.050 1.157 50.0 
18. ミ 、ン ユ/ 100.00 1.381 0.878 1.062 1.045 1. 191 23.1 

19.鉄 鎖岡 業 117.30 1.294 0.981 0.967 1.173 1.195 78.8 
20.綿 紡 績 業 88.90 1.030 1.049 1.021 1.075 1.025 18.5 
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/¥ 
1. p56-57 
2. Q57/Q56 

3. (W/Q)57/(W/Q)56 
4. (R/Q)57/(R/Q)56 

5. w57/w56 (ただしw=W/N)
6. (Q/N)57/(Q/N)56 

7. C 

出所 日銀卸売価格指数

2~6 :工業統計表より計算

7 公取データ

P57/P5o X 100 
実質出荷額の増加率

単位当り労働費用の増加率

単位当り原料費用の増加率

貨幣賃金の上昇率

生産性の上昇率

上位3社集中度(昭和31年の数値〉
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第5表計 測

回 帰

iY5657=町0+町・ (Q)57/(Q)56

会56-57=的十日1(W /Q)57/(W /Q)56 

合56-57=ao+町 (R/Q)57/(R/Q)56

合56-57=ao+al・C

合56-57=αo十日1(Q/N)57/(Q/N)56 

下回-57=ao+al(w)57/(W)56 

式 町1

23.9733 
(10.0197) 

-44.5131 
(22.3443) 

- 1.2883 
(24.0724) 

0.0919 
(0.0742) 

41. 9458 
(13.9007) 

85.7343 
(32.9560) 

日2

官56-57=日0十日I(Q)57/(Q)56十回(W/Q)57/(W/Q)561 )1.19251ー 7.2907
1 (17.9265)1 (38:4687) 

会56-57=町 +al(Q)57/(Q)56十円(R/Q)57/(R/Q)56 1 )5.0904.1 10.4543 
1 (10.5085)1 (21:9925) 

a， 

P'56-57 =aO +日I(Q257/(Q)56十日2(W/Q)57/(W/Q)同 120.11481-13.68121 12.7250 
十日S(R/Q)57/(R/Q)56 1 (18.4212)1 (4j .0448)1 (23.5958) 

全56-57=的十町I(Q)57/(Q)56十日2(W/Q)57/(W/Q)561 21.04161-2.2382 1 0.0503 
+日3・c 1 (18.2216)1 (39.8083)1 (0.0745) 

会56-57=ao十日1(Q)57/(Q)56+向 (R/Q)57/(R/Q)56 1 22.81731 6.63421 0.0452 
+as ・c 1 (11.3755)1 (23.3248)1 (0.0760) 

令日7=ao+αI(Q)57/(Q)56十日2(W/Q)57/(W/Q)561 20.3769 1-7.2540 1 8.1705 
十日3(R/Q)57/(R/Q)56+a4・c 1 (18.8737)1 (43j325)1 (25.8037) 

合同一57=町十日1(Q)57/(Q)“+叫(W)57/(W)56 1 12.9460 1 68.5343 1 6.4627 
+a3(Q/N)57/(Q/N)56十日4・c 1 (17.3808)1 (40.8470)1 (30.oj84) 

倉時-57=町 +al(Qアツ(Q)56十日Z(W)57/(W)56 I 11.5003 I 66.4475 I 14.1157 
+as(Q/N)57/(Q/N)日+a4(R/Q)57!(R/Q)561 (17.7094)1 (4j .4772)1 (31.9611) 
+as・C
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結 果 1956--57 

R2 

2.3929 0.2413 。.1991
…1.9921 0.1807 0.1351 

-0‘0535 0.0002 0.0000 

1.2382 0.0785 0.0273 

3.0175 0.3359 0.2990 

2.6015 0.2732 0.2329 

1.1822 -0.1895'[ 0.24291 0.1538 

2.3876 仏47541 0.25121 0.1632 

0.25641 0.1170 

1.1548:-0慨。吋47i 0.26391 0.1259 

2問。… 0.26741 0.1301 

0.04131 11.07961-0.16511 0.31661 0.50 
(0.0819) 

。.26881 0.0738 
0.06381 1 0.74481 1.67781 0.21531 0.95 
(0.0665) 

0.45501 0.3096 

0.47771 0.2911 
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卸売諒格変私家との関係をみたところ，ほとんど有意な関係は見閉そなかっ

た。

ところで，これまでの分析で40年代においては需要饗関よりも費用饗器の

方が鍾格上昇に影響しているということが示されたが，それについては次の

ような問題があった。 1つ誌，需要饗雪量よりも費用要E惑がより影響する場令

には， {i題格決定に対してなんらかの市場支記力の存在があると思、われるにも

かかわらず，集中度と{節格上芥率との嬰にはなんの関係もないということ，

もう 1つは， 40年代については40年と44年の比率をとっており，これはある

ていど趨勢誌上弁傾向な反映しているといえるが， 31~32年あるいは37~38

若手については 1年間の変化であって， これは短期の価格変北の問露である。

一般的にいえば，長期的鶴格の趨勢に影響するのはロスト襲顕であり，短.期

的鑓格の愛護さに影響するのは，需華客要自であるといえる。だとすれば 31~

32年や37~38年についてコスト興国と余く無関係であるというのは当然とも

いえる。

しかし，逆に40年告について短期の嬬格変化が繋給関係に依存していなか

ったかどうかという点については問題がある。もし40年代の踊格の動きが，

よりコスト決定的で、あるならば，短期の鍾格紫色においても，需給に手予感応、

鈴となるかもしれなし、また，集中設との関連のなさについても，一般的に

いえば，競争院であるほど謂要事委霞への感訟性が強まるし市場支配力が維

れたなら>{間格はたとえ緩期の変色でも需給に非感F主的になると考えら

れる。 とf商務の動きについては，あまり関連肢を見出せなかった。し

かし，もし集中段の高い産業グループと低い産業グループ~こ分けたならば，

そこにはなんらかの違いが生じてくるかもしれない:そこで，これらの

をふまえて，次に30年代と40年代について，鏑格の需要要閣への感、応性をし

らべてみよう。

。集中華芝と錨格あるいは集中皮と利潤ネの関係は，これまでそうはっ怒りしたもの
ではなかったので、あって，これは，遂続的というより，むしろある臨界点なこえる

と集中皮が価格や利潤率に影襲撃してくる，という性交安もつものと考えられる。
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第 5表問~素分析のための基本データ

1. グノレタミ γ酸ソーダ

2.ビ…/レ

3.義務・スア織物梁

4.毛糸

5.写真感光材料

&石治精製業

7.繊維機械

96.91 

97.30 

110.16 

4 
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0.967 
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p63/P&2 X 100 
実質出荷額の土勢力E率

単位当ワ労働重きょ設の増加芸名

単佼当り原料費用の増加率

貨幣食金の上昇率

生産性‘の上昇ぶ

上位3詮索中度〈昭和371'ドの数綴〉

2. Q&3jQ62 
3. (WjQ)63jCWjQ)62 
4. (RjQ)63jCRjQ)S2 

5. wS3jw62 (ただしw=WjN)
6. (QjNア3jCQjN)62
7.C 

出所 :1ヨ銭総売価格指数
2~6 :ヱ業統計表よち計算
T .:公取デ…タ



56 (442) 経済学研究第22巻第3号

回 帰 式

主62-63=ao+al・(Q)63j(Q)62

iP62-83=σO+al・(WjQ)63j(WjQ)62

/¥ 

p62-63=ao+α1・(RjQ)63j(RjQ)62

/¥ 

P 62-63=町。+al・C

ノヘ
p62-63=ao+al・(QjN)63j(QjN)62

/¥ 
p62-63=ao+日1・(W)63j(W)62

ih263=町o+al・(Q)町(Q)62+a2・(W)63j(W)62
+日8・(QjN)63jCQjN)62+町・ C

会62-63=αO+al・(Q)631(Q)62+町2・(W)63j(W)62
+α3・(QjN)63jCQjN)62
+日4・(RjQ)63j(RjQ)62+日5.C 

5. 需要への反応

第7表計 測

al 

- 5.5443 
(6.6690) 

5.5037 
(5.9578) 

3.4250 
(8.4729) 

- 0.0728 
(0.0304) 

- 3.1257 
(8.5459) 

16.4622 
(10.6881) 

a2 a3 

- 6.2662 I 16.0389 I 10.9202 
(15.9997)1 (11.5853)1 (18.9965) 

- 8.7985 I 26.0567 I 10.5037 
(16.2950)1 (15.9077)1 (19.0763) 

ここでの問題は，昭和30年代と40年代の物価の上昇について，短期的にみ

た場合，需要への反応が違っているかどうかということと，集中度の高低に

よって需要への反応に違いがあるかどうかということである。そこで， 30年

代については，すでにみた31~32年， 37~38年の 2 期間について， 40年代に

関しては， 41~42年， 43~44年の 2 期聞をとって，それぞれ比較してみた。

また対象にした業種をさらに上位3社集中度50%のグループと，上位3社集

中度50%未満のグループに分け，それぞれについて，需要への価格の反応を

みた。その基礎データは第8表，計測結果は第9表に示してある。

第9表の結果からいえることは，まず集中度の高低によって区別せず，全

体についてみた場合，昭和31~32年を除いて需要の増加率と価格上昇率とは

ほとんど関係がなし、。集中度50%未満のグループでは， 31~32年において，
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結 果

日4 Cl'5 1 I T2 I T3 I T4 I T5 I R2 I R2 

-0.8314 0.0305 -0.0136 

0.9238 0.0373 -0.0064 

0.4042 0.0074 -0.0377 

-2.3963 0.2070 0.1709 

-0.3658 0.0060 -0.0391 

1.5402 0.0973 0.0563 

-0.0761 -0.3916 1.3844 0.5749 -2.4476 0.3246 0.1824 
(0.0311) 

-11.8146 0.0698 -0.5399 1.6380 0.5506 -0.9231 -2.1834 0.3551 0.1760 
(12.7995) (0.0320) 

需要増加率と価格上昇率とは明らかに正の相関関係を示している。しかし37

~38年と 41~42年については逆に負の関係を示しており， 43~44年は全く無

関係であった。また40~44年の趨勢について，集中度50%未満のグループに

ついてみた場合は，負の相関関係がある。次に集中度50%以上の産業クソレー

プについてみると，どの期聞をとっても全く無関係である。

以上のことから次のことがし、える。まず期間的にいえば， 31~32年におい

ては需要に感応的であったが， 37~38年以後は，需要増加に感応しなくなる

か，むしろ負の相関関係があらわれている。集中度50%を基準として，高集

中度グループと低集中度グノレープに分けた場合，高集中度グノレープは，需要

増加と価格が全く無関係になっているのに対し，低集中度グループでは，い

ちおう関係がありそうである。しかし，需要増加率が物価上昇率と明らかに

正の相関関係にあるのは31~32年についてだけである。

昭和30年代に関して，価格のトレンドがとれないので確定的な結論は出せ
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ないが，少なくとも昭和40年代においては，価格の趨勢はコスト要因に依存

しており，価格の需要への反応は，集中度の高いグノレープでは全くみられず

低い集中度の場合に若干関連があるが，昭和40年代においては，低集中度グ

ノレープでも，全く無関係になっている。このことから，昭和30年代から40年

代に入って，価格はいっそうコスト決定型になり，集中度は価格と連続的に

関連してはいないが，グ、ループ分けした場合には，やはり影響があらわれ

る，ということがし、ちおう結論される。

* 本稿は日本経済研究奨励財団の奨励金にもとづく研究の一部である。財団に感謝
の意を表する。
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第g表悶帰分析の基礎ラ戸、{タ〈集中皮マグルーピングシタ場合〉

集中皮50%米満 1 966 1 9 6 7 1 968 1 969 

のグループ P67/P時 Q67/Q56 P69/P68 Q69/Q>8 

綿 紡 絞 業 128.89 1.032 89.97 0.938 
終・スブ綴物業 115.59 1.073 101.55 1.062 
石油 製梁 100.31 1盈1.68 95.09 1.149 

モ 糸 102.02 1.100 102.20 0.958 
ブェ持アロイ 104.12 1.314 100.85 1.350 
医 楽 ぷ 100 1.188 99.0ヰ 1.268 
，>、 /レ ブ. 101咽59 1. 142 104.55 1.183 
理昇 真 機 98.85 1.166 100.12 1.245 
テレピ受信機 98.48 1.235 98..65 1.376 
セ メ ン ト 101. 90 1.158 98.88 1.079 
、‘ • シ ン 101.09 0.992 99.32 1.080 

集中皮50%以上 1966-1967 1968-1969 

のグ/レーブ P67/pu6 Q品7/Q66 9jP66 9/Q68 

グルタミ γ駿ソー夕、、 100 1.198 99.46 0.981 
移真感光材料 99量80 1.119 100.09 1.176 
織 総 機 械 102.86 1.919 102.34 1. 111 
ど 一 ノレ 100 1.128 103.22 1.105 
鉄 鋼 業 111. 10 1.242 113.53 1.172 
アルミ ウム 102.09 1.235 10糸ヰ4 1.300 
自数二 i険. 99.20 1.156 97.97 1.025 
ト ブ ク ター 100 1.481 100 1.289 
3野 役 運 機 102.21 1.418 100.29 1.299 
時 言十 101.97 1. 168 101.44 1.239 
議事 震 池 91.89 1.234 101.07 1. 140 
絞 フゲ ブ 主主 97.28 1.048 99.47 1.144 
自 重主 芸区 98.50 1.283 97.19 1.227 

主主)グノレーピγダの基講義となっている議案中度は，昭和41竿の集中度にもとづいている。
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第9表需要増加

全体を対象にした場合
回 4奇 式

日 T R R2 出

A 57 Q1957 23.9733 2.3926 0.4912 0.2413 0.1991 46.2376 
P56 -日O十 <<1 ハU 1956 (10.0197) (21.8868) 

A 63 Q1963 - 5.5443 -0.8314 -0.1745 0.0305 -0.0136 -25.5144 
P.62 =<<0+<<1Q1962 (6.6690) (13.8519) 

A67 Q1967 - 6.0840 -0.7544 -0.1588 0.0252 -0.0191 -47.6343 
P 66 =<<0十日1 n w1966 (8.0648) (29.9007) 

A69 Q1969 7.4077 1.0513 0.2187 0.0478 0.0046 7.6770 
P"68 =<<0+<<1Q1968 (7.0462) (8.4097) 

A69 Qお69 - 4.8477 -1.5464 -0.3131 0.0980 0.0570 - 6.8222 
P"65 =<<0+<<1Q1965 (3.1348) (3.5305) 



E設業別{簡絡の趨勢における需要要因と費用華客医 小祢 61 (447) 

ネ への反応

集中皮50%米織の産業 集中皮50%以上の産業

す R R2 R2 日 T R R2 R2 

2.1 0.4716 0.3660 1.3731 0.3825 0.1463 0.0687 

0.2978 0.2100 - 1.1739 -0.1769 -0.0510 0.0026 -0.0805 
くふ6372)

0.220創 0.13331 4.1465 0.74801 0.2200 。“0484一0.0381
(5.5431) 

01-oci 
0.0154 -0.0741 

(12.1899) 

0.29321 0.2147 2.8869 1-0.51921-0.1547 0.02391 -0.0648 
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